
中小企業の業種別組合から見た取引適正化・
価格転嫁推進の現状、課題、対応について
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１ ．制度整備は進んだが、浸透・実装には課題

２ ．地域・規模・業種・取引構造等による多様な実態

３ ．取引条件の見える化の必要性

４ ．実務者が使えるガイダンスが必要

５． 中小企業組合は実装支援の担い手

本日のポイント
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１．制度整備は進んだが、浸透・実装には課題

３

制度整備が進んだ事項 実務上の課題・問題 (声)

●中小受託取引適正化法（取適
法）の施行

●法制度が多岐にわたり、
分かりにくい

●労務費の適切な転嫁のための
価格交渉に関する改正指針

●実務でどう使えばよいか
分からない

●知的財産取引に関するガイド
ライン
●改定優越的地位濫用ガイドラ
イン

●交渉資料（価格交渉の根拠資
料）が整わない

●改正物流特殊指定・支払告示
（※R9.4.1施行）

●自社にとって、具体的に何か
ら手を付けたらいいか分からな
い

参考：全国中央会調査
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官公需における価格転嫁の状況①

官公需における価格転嫁率は、全体として低下傾向にあり、
直近では大幅に低下している。

（資料出所）内閣官房第４回賃上げに向けた中小企業等の活力向上に関するワーキンググループ（令和８年９月10日）配布資料
（資料１／経済産業省・中小企業庁）
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６

官公需における価格転嫁の状況②

GDPの約４分の１を公的需要が占め、都道府県によって、その
割合に大きな差がある。

（資料出所）
新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画2025年改訂版
（令和７年６月13日）

（資料出所）
内閣官房第４回賃上げに向けた中小企業等の活力向上に関するワーキング
グループ
（令和８年９月10日）配布資料（資料４／総務省）
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全国平均だけでは見えない現場

地域・規模・業種・取引構造等に応じた実態把握が必要

地域・規模 業種・取引構造

●都市部と地方部 ●製造業（多重下請構造）

●中小企業・小規模企業

●物流業
（物流事業者・荷主・着荷主）

●小売・サービス業
（発注者と受注者）

●官公需依存度の高い地域 ●廃棄物処理業、リサイクル業

●清掃業、ビルメンテナンス業

◆地域に根強く残る商慣習には、相談件数などを県ごとに見える化◆

価格転嫁率だけでなく、サプライチェーンのどの段階で
転嫁が停滞しているのか把握することが重要
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見える化すべきは、価格だけではない

価格

原価

取引条件

付加価値

DX対応 教育訓練

災害協定
人材確保

サイバー対策
BCP

◆清掃業務は単に「清掃」ではなく 廃棄物処理や衛生管理等も担う

◆BCPや人材育成コストも サプライチェーン維持のための必要コスト

９



◆組合による付加価値向上の取組事例（官公需受注成功事例集より）

成功する官公需適格組合は、

➀「業界全体や組合員の資質・技術力の向上」に秀でた組合

②「独自の技術やシステム開発」に秀でた組合

③「BCP策定や災害協定等行政との連携」に秀でた組合

④「地域貢献」に秀でた組合

⑤「提案受注」に秀でた組合
であり、これらの特徴を発揮することによって、持続的に
安定的な受注を達成しており、地域からの高い信頼を勝ち
得ている。

官公需受注促進事業委員会 牛丸委員長メッセージより

（参考）
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実装に向けて、実務担当者レベルでは「何をどう実践すればよいか」との声も
依然として多い。発注者・受注者双方が活用できる実務ガイダンスを作成。
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全国中央会の取組事例（フリーランス新法を機に）
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（参考）
全国中央会
作成
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（資料出所）
都道府県中央会事務局代表者会議配布資料（埼玉県産業労働部産業労働政策課説明資料）
（令和８年６月29日開催）

実務担当者が使いやすいツール

原価の整理

価格交渉資料の作成

労務費データ等の活用

交渉のきっかけづくり

⇒行動を示すフローチャート（実務ガイダンス）
→イメージ的には、「育児・子育てフローチャート」（人事院ＨＰ）等

◆都道府県中央会事務局代表者会議にて、埼玉県価格転嫁ツールの推進の説明
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全国中央会の取組事例②

が一目で分かるガイダンス
（実務ガイダンス）

今、何をすべきか 次に何をすべきか
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１．官公需適格組合協議会ネットワークを活用した周知

●全国官公需適格組合協議会を通じた周知・情報共有

●全国官公需適格組合協議会において、官公需における価格転嫁・取引適正化の推進について

情報共有

●官公需適格組合及び協議会に対する継続的な情報発信

２．都道府県中央会ネットワークを活用した横展開

●47都道府県中央会へ情報提供を実施

●各中央会を通じ、組合・組合員企業への周知を依頼

●研修会、講演会、会議等の機会を活用した周知・普及

３．発注機関・受注者双方の理解促進

●官公需における価格転嫁・取引適正化の重要性について周知

●適正な予定価格設定や契約変更に関する情報発信

●官公需適格組合等の取組事例の共有

全国中央会・都道府県中央会・官公需適格組合協議会が連携し、
官公需における価格転嫁・取引適正化の普及啓発を推進

官公需における価格転嫁・取引適正化の推進に向けた取組み
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業種別組合の弁護士等専門家の活躍

• 優越的地位の濫用に関する規制には、正常な商慣習に照らして不当に
（公正競争阻害性）等の専門的な判断が必要

• 弁護士は代理人として受託事業者に代わって、委託事業者と価格交渉
• 稼ぐ力強化型の取引交渉へのアドバイス
• 組合の業界基準づくり、「作業管理簿」 「業務記録簿」等

組合等連携組織を活用した実装支援が重要。
ルールを整備する段階から、現場で実行される段階へ

中小企業組合等連携組織による実装支援

転注となる強い不安感、優越的地位の濫用への泣き寝入り
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相談しやすい環境整備と実践的な学びの機会の提供

価格転嫁・価格交渉等公正取引に関する周知広報

「お悩みチャット相談」窓口の開設 マイクロラーニングの展開

●匿名

●秘密厳守

●弁護士等専門家が対応

●1分程度の動画

●成功事例

●交渉ノウハウ

●気軽に相談

（取引先の納得感を得るフレーズなど）

●顧客側のメリット
（デジタル化や点検精度の向上などの提案）

【ハードルを下げた相談体制の構築】
取引先に知られずに相談したいという

本音に対応
電話や対面相談に加え、文字ベースでも

常設チャット窓口を開設・ＰＲ

【スマートフォンで直感的に学べる動画を
継続的に配信】
顧客側のメリット（付加価値）をセット
で提案



組合員企業

中小企業組合（団体協約）

中小企業組合による価格交渉力強化の取組み（団体協約制度）

団体協約制度
組合が組合員に代わり取引条件を協議
組合員企業単独では難しい交渉を後押し
価格交渉力強化の手段の一つ 取引先企業

（参考）

団体協約・組合協約の活用

全国中央会
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